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事 務 連 絡  

令和２年５月 15日 

令和４年４月 27 日一部改正 

 

 

   都 道 府 県  

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区  
 
 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症 

対策推進本部 

 

 

 

宿泊療養又は自宅療養を証明する書類について 

 

【主な改正内容】 

○ My HER-SYS において、新型コロナウイルス感染症の診断年月日を表

示・証明する機能を搭載したため、宿泊療養又は自宅療養の期間が 10 日

以内であれば、宿泊療養又は自宅療養の開始日の証明として My HER-SYS

の画面を活用することができる旨を追加しました。 

○ 別添様式（宿泊・自宅療養証明書）を簡素化しました。 

○ 従前の別添様式については、なお有効な証明書として取り扱って差し

支えありませんが、今後は、基本的に、改正後の別添様式を使用してく

ださい。 

 

 

宿泊療養又は自宅療養に関するＱ＆Ａについて、別紙のとおり取りまとめ

ましたので、お知らせします。 

なお、本事務連絡については、日本医師会、金融庁、生命保険協会及び日

本損害保険協会と協議済みであることを申し添えます。 

（主な改正箇所は太字下線） 

 

  



2 

（別紙） 

（答） 

○ 新型コロナウイルス感染症の状況等を踏まえ、保険会社の医療保険等の入

院給付金については、感染が確認された方のうち、宿泊療養や自宅療養となっ

た方々に対しても、医師の証明書等に基づき、同給付金等の支払いの対象とな

ることがあります。 

 

○ 宿泊療養や自宅療養となった方々から、その療養していた旨の証明を求め

られた場合には、以下の対応が考えられることから、地域の実情に応じて、適

切に対応をお願いいたします。 

 

【従来の柔軟な対応】 

 宿泊療養又は自宅療養となった方のために発行する証明書 

生命保険協会及び日本損害保険協会では、一部都道府県との協議の上、医療従

事者等の方々の事務負担を考慮し、通常の保険金支払いに要する手続きを簡略

化し、別添様式にあるような最低限の情報に基づき支払いを行うような取り扱

いを行っています。別添様式を用いて、宿泊療養又は自宅療養を証明する書類と

して取り扱うことも可能です。 

 

 感染症法に基づく就業制限の通知・就業制限の解除通知 

感染症法に基づく新型コロナウイルス感染症の就業制限の通知・就業制限の

解除通知については、対象者の氏名、就業制限の期間が含まれている場合には、

宿泊療養又は自宅療養を証明する書類として取り扱うことも可能です。 

 

【新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえた更なる柔軟な対応】 

➢ 生命保険協会及び日本損害保険協会では、医療従事者や保健所等の方々

の事務負担を考慮し、宿泊療養又は自宅療養の期間が、厚生労働省の療養

解除基準に準じた期間（例：無症状であれば７日間、有症状であれば１０

日間）の範囲内であれば、宿泊療養又は自宅療養の開始日の証明に基づき

支払いを行い、宿泊療養又は自宅療養の終了日の証明は求めないような取

り扱いを行うこととなりました。 

➢ また、生命保険協会及び日本損害保険協会におけるこうした取組を受け、

厚生労働省では、宿泊療養又は自宅療養となった方々がご自身で宿泊療養

又は自宅療養の開始日の証明書を準備することができるよう、My HER-SYS

問 保険会社の医療保険等の入院給付金の請求のために、宿泊療養又は自宅

療養の証明書を求められた場合には、どのような対応が考えられるのか。 
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において、新型コロナウイルス感染症の診断年月日を表示・証明する機能

を搭載しました。 

 ※ 疑似症患者（「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大時の外来診療

の対応について」（令和４年１月 24 日付け厚生労働省新型コロナウイル

ス感染症対策推進本部事務連絡）１．③に基づき、検査を行わず臨床症

状で診断された者を含む。）については、My HER-SYS において診断年月

日の表示・証明をすることができませんのでご留意ください。 

➢ このため、宿泊療養や自宅療養となった方から、その療養していた旨の

証明を求められた場合には、その方からの申告などにより、宿泊療養又は

自宅療養の期間が 10 日以内であるか否かを確認し、以下のとおり取り扱

うことも可能です。 

 

 ① 宿泊療養又は自宅療養の期間が 10 日以内であると確認できる場合 

  ○ 宿泊療養又は自宅療養の開始日の証明として、My HER-SYS におい

て、新型コロナウイルス感染症の診断年月日を表示・証明することが

できる旨を案内する。 

  ○ 上記によりがたい事情がある場合、以下のいずれかの書類を発行す

る。 

   ・別添様式の「療養終了日」欄を記載せずに、宿泊療養又は自宅療養

の開始日を証明する書類として取り扱う 

   ・感染症法に基づく新型コロナウイルス感染症の就業制限の通知のみ

を発行し、宿泊療養又は自宅療養の開始日を証明する書類として取

り扱う（就業制限の解除通知は発行しない） 

 

 ② ①以外の場合（以下のいずれかの書類を発行） 

  ・別添様式の「療養開始日」欄及び「療養終了日」欄を記載して、宿泊

療養又は自宅療養を証明する書類として取り扱う（なお、陽性者本人

を通じて医療機関に証明していただくことも可能） 

   ※ 療養期間は、当該感染症の感染性を有すると考えられる期間であ

って、症状を有した期間とは必ずしも一致しない。なお、療養解除

基準で示されている期間（10 日）を大幅に越えて症状が持続するケ

ースについては、より医学的判断が必要な場合があると考えられる。 

  ・感染症法に基づく新型コロナウイルス感染症の就業制限の通知・就業

制限の解除通知（対象者の氏名、就業制限の期間が含まれている場合

に限る。）を発行し、宿泊療養又は自宅療養を証明する書類として取

り扱う 


